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特別会計区分 歳　入 歳　出
国民健康保険事業 262億1,498万円 260億3,970万円
後期高齢者医療事業 50億5,085万円 50億4,139万円
介護保険事業 193億4,149万円 189億1,684万円
新富士駅南地区土地区画整理事業 13億5,794万円 13億5,605万円
第二東名IC周辺地区土地区画整理事業 11億5,203万円 7億1,704万円
駐車場事業 7,108万円 6,791万円

歳入　534億1,576万円 　　／ 歳出　522億1,160万円

865億
1,442万円
865億
1,442万円依

存
財
源 
35

.4%

自主財

源
 6
4.
6％

自主財

源
 6
4.
6％ 54.2%54.2%

3.8%3.8%

2.3%2.3%
3.1%3.1%

20.1%20.1%

6.6%6.6%

3.0%3.0%
5.7%5.7%

地方消費税交付金
　49億6,004万円

譲与税・交付金・交付税
国から地方に譲与される税金など

24億5,831万円
市債
市の借入金
57億4,570万円

国・県支出金
国・県からの補助金など
174億2,663万円

分担金及び負担金、使用料及び手数料
市営住宅使用料・保育園等保育料など

32億9,205万円

繰越金
前年度からの繰越金
26億7,260万円

諸収入
貸付金元利収入など
20億1,917万円

市税
469億1,968万円

1.2%1.2%財産収入・寄附金
・繰入金
10億2,024万円

一
般
会
計
決
算

特
別
会
計
決
算

年
度
内
に
入
っ
て
き
た
お
金

区　分 決算額

市
　
税

469億1,968万円
個人市民税 149億8,636万円
法人市民税 33億5,171万円
固定資産税 223億9,942万円
軽自動車税 6億8,336万円
市たばこ税 18億6,115万円
都市計画税 36億3,768万円

市税の内訳

特
別
会
計
と
は

　
特
定
の
事
業
を
行
う
た
め
、
一
般

会
計
と
区
分
け
し
て
設
け
た
会
計
で

す
。
事
業
収
益
や
一
般
会
計
か
ら
の

繰
入
金
な
ど
が
主
な
財
源
で
、
行
政

と
一
体
の
経
営
、
運
営
を
行
っ
て
い

ま
す
。

決算報告 皆さんの納めた税金が、この 1 年間でどの
ように使われたのかを確かめてみましょう。

  

歳
入

富士市には 16の特別会計（平成 30年度）がありますが、表中では財産管理特別会計
（全 10会計）を省略しています。

歳
入
の
50
％
以
上
は
市
税

　
歳
入
の
50
％
以
上
は
、
市
民
・

企
業
の
皆
さ
ん
に
納
め
て
い
た
だ

い
た
市
税
で
す
。
平
成
30
年
度
の

市
税
の
決
算
額
は
約
4
7
0
億
円

で
、前
年
度
並
み
と
な
り
ま
し
た
。

　

こ
の
う
ち
、
給
与
所
得
の
伸

び
に
よ
り
個
人
市
民
税
は
約

2
億
2
0
0
0
万
円
増
加
し
た
も

の
の
、
評
価
替
え
に
伴
う
土
地
・

家
屋
の
評
価
額
の
減
に
よ
り
、
固

定
資
産
税
が
約
1
億
4
0
0
0
万

円
減
少
し
、
法
人
市
民
税
が
約

9
0
0
0
万
円
減
少
し
ま
し
た
。

問い合わせ／財政課　☎55-2725　551-1479
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36.0%36.0%
9.6%9.6%

11.9%11.9%

10.3%10.3%

5.6%5.6%
3.9%3.9%

7.6%7.6%

15.1%15.1%

839億
902万円
839億
902万円

民生費
子育て支援など
302億2,615万円

土木費
道路や河川の整備など　
　100億1,309万円

教育費
学校整備や社会教育など

80億6,719万円

衛生費
保健医療や生活環境など 
　 126億1,855万円

総務費
市の事務管理や庁舎管理など

86億3,579万円

労働費・商工費ほか
働く人の支援や産業振興など
　　　     47億59万円

公債費
市債の償還など
63億7,085万円

消防費
消防・防災対策など
32億7,681万円

歳
出
は
民
生
費
が
最
多

　

歳
出
は
、
目
的
別
に
見
る
と
、

福
祉
関
係
の
費
用
で
あ
る
民
生
費

が
36
％
を
占
め
、
最
も
多
く
な
っ

て
い
ま
す
。

　
今
後
も
、
子
ど
も
子
育
て
関
連

経
費
や
生
活
保
護
費
な
ど
の
社
会

保
障
関
係
経
費
が
、
高
水
準
で
推

移
す
る
こ
と
が
見
込
ま
れ
ま
す
。

　
ま
た
、
新
環
境
ク
リ
ー
ン
セ
ン

タ
ー
建
設
事
業
の
進
捗
に
伴
い
、

衛
生
費
が
増
加
し
て
お
り
、
民
生

費
に
次
ぐ
規
模
と
な
っ
て
い
ま

す
。

企
業
会
計
決
算

水道事業
事業収益合計

36億2,055万円
事業費用合計

29億9,700万円
純利益

6億2,355万円

公共下水道事業
事業収益合計

62億4,261万円
事業費用合計

50億6,667万円
純利益

11億7,594万円

病院事業
事業収益合計

145億8,522万円
事業費用合計

146億8,467万円
純損失

9,945万円

◆
用
語
の
説
明
◆

年
度
内
に
使
っ
た
お
金

自 

主
財
源　
市
が
独
自
に
徴
収

す
る
こ
と
が
で
き
る
お
金
。

市
民
税
、
固
定
資
産
税
、
使

用
料
や
手
数
料
な
ど

依 

存
財
源　
国
や
県
な
ど
か
ら

入
っ
て
く
る
お
金
や
長
期
の

借
入
金
。
国
庫
支
出
金
、
県

支
出
金
、
地
方
交
付
税
、
地

方
譲
与
税
、
地
方
消
費
税
交

付
金
、
市
債
な
ど

市 
債　
市
が
大
き
な
建
設
事
業

な
ど
を
行
う
た
め
に
、
国
や

銀
行
な
ど
か
ら
長
期
に
わ

た
っ
て
借
り
る
お
金

国 

・
県
支
出
金　
特
定
の
事
業

の
財
源
と
し
て
、
国
や
県
か

ら
交
付
さ
れ
る
お
金

企
業
会
計
と
は

　
法
令
に
基
づ
き
、
独
立
採
算
を
原

則
に
企
業
的
経
営
で
運
営
さ
れ
る
会

計
で
す
。

平成 30 年度
  

歳
出
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矢印は前年度からの変化です。
　　…前年度から改善されたもの
　　…前年度より悪化したもの

富士市の財政状況

690 億円→689億円
 24.2億円の黒字
→8.3億円の黒字

3.0％→3.1％0.999 →1.008 59.5％→51.0％

83.1％→84.2％

市債の推移経常収支比率の推移

健全化判断比率の推移

財
政
状
況
の
推
移

財
政
力
指
数
（
単
年
度
）

財
政
の
豊
か
さ
を
示
す
指
標
で
、

国
が
定
め
た
基
準
の
需
要
額
と
収

入
額
の
比
率

　
1
を
下
回
る
と
国
か
ら
普
通
交

付
税
が
交
付
さ
れ
ま
す
。

　
高
齢
者
人
口
の
増
加
に
伴
う
高

齢
者
保
健
福
祉
費
の
増
加
な
ど
に

よ
り
基
準
財
政
需
要
額
は
増
加
し

ま
し
た
が
、
市
民
税
や
地
方
消
費

税
交
付
金
な
ど
、
基
準
財
政
収
入

額
が
増
加
し
た
た
め
、
改
善
し
ま

し
た
。

実
質
公
債
費
比
率

実
質
的
な
公
債
費
（
市
債
の
元
利

償
還
金
）
が
財
政
に
及
ぼ
す
負
担

を
あ
ら
わ
す
指
標

　
18
％
を
超
え
る
と
、
新
た
な
借

金
に
は
国
の
許
可
が
必
要
に
な
り

ま
す
。

　
早
期
健
全
化
基
準
（
25
％
）
を

大
き
く
下
回
っ
て
お
り
、
健
全
な

財
政
状
況
と
な
っ
て
い
ま
す
。

一
般
会
計
の
市
債
残
高

自
治
体
の
借
金
の
残
高

　
過
去
最
高
額
は
平
成
8
年
度
の

7
5
7
億
円
で
す
。

　
新
環
境
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー
の

建
設
事
業
な
ど
で
新
規
借
入
額
は

増
加
し
た
も
の
の
、
償
還
額
も
増

加
し
た
た
め
、
横
ば
い
と
な
り
ま

し
た
。

基
礎
的
財
政
収
支

（
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス 

）

市
債
と
繰
越
金
及
び
基
金
の
取
り

崩
し
を
除
い
た
歳
入
と
、
市
債
の

償
還
費
用
と
基
金
積
立
金
を
除
い

た
歳
出
の
差

　
新
環
境
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー
の

建
設
事
業
の
進
捗
等
に
よ
り
歳
出

が
増
加
し
、
黒
字
額
が
減
少
し
ま

し
た
。

経
常
収
支
比
率

財
政
構
造
の
弾
力
性
を
判
断
す
る

指
標
で
、
市
税
な
ど
毎
年
度
収
入

さ
れ
る
財
源
の
う
ち
、
義
務
的
な

経
費
な
ど
、
毎
年
度
支
出
さ
れ
る

経
費
に
充
て
た
割
合

　
施
設
の
維
持
補
修
費
や
後
期
高

齢
者
医
療
事
業
特
別
会
計
へ
の
繰

出
金
な
ど
が
増
加
し
た
こ
と
に
よ

り
上
昇
し
て
い
ま
す
。

将
来
負
担
比
率

自
治
体
が
将
来
支
払
う
可
能
性
が

あ
る
負
債
の
財
政
規
模
に
対
す
る

比
率

　

早
期
健
全
化
基
準（
3
5
0
％
）

を
大
き
く
下
回
っ
て
お
り
、
健
全

な
財
政
状
況
と
な
っ
て
い
ま
す
。
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平成30年度
実施事業の一部を紹介

皆さんの税金はこのように使われています

民
生
費

•
ユ
ニ
バ
ー
サ
ル
就
労
推
進
事
業

4
3
2
7
万
円

•
子
育
て
世
代
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー

　
事
業　
　
　
　
　
1
5
1
9
万
円

妊
娠
・
出
産
・
子
育
て
に
関
す
る

ワ
ン
ス
ト
ッ
プ
相
談
窓
口

•
児
童
手
当
支
給
事
業

40
億
9
2
9
5
万
円

中
学
校
修
了
前
ま
で
の
子
ど
も
が

対
象

•
こ
ど
も
医
療
費
助
成
事
業

8
億
2
4
0
3
万
円

平
成
30
年
10
月
診
療
分
か
ら
対
象

年
齢
が
18
歳
到
達
後
の
最
初
の
3

月
31
日
ま
で
に
拡
大

•
生
活
保
護
費
支
給
事
業

28
億
3
2
8
0
万
円

衛
生
費

•
予
防
接
種
事
業6

億
4
1
0
0
万
円

4
種
混
合
、
日
本
脳
炎
、
イ
ン
フ

ル
エ
ン
ザ
、
肺
炎
球
菌
ワ
ク
チ
ン

な
ど

•
浄
化
槽
設
置
助
成
事
業

3
億　
2
6
2
万
円

•
新
環
境
ク
リ
ー
ン
セ
ン
タ
ー
建
設

事
業　
　
　
40
億
8
7
0
8
万
円

工
場
棟
、資
源
回
収
棟
建
設
工
事
、

用
地
取
得
な
ど

•
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
省
エ
ネ
ル
ギ
ー

普
及
事
業　
　
　
1
6
5
6
万
円

ゼ
ロ
エ
ネ
ル
ギ
ー
住
宅
を
導
入
す

る
市
民
・
太
陽
光
発
電
施
設
等
を

整
備
す
る
中
小
企
業
者
へ
の
助
成

な
ど

土
木
費

•
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
バ
ス
等
運
行
事
業

2
9
7
8
万
円

•
公
共
交
通
支
援
事
業

1
億
3
7
1
1
万
円

生
活
交
通
を
維
持
す
る
た
め
の
バ

ス
事
業
者
や
バ
ス
ロ
ケ
ー
シ
ョ
ン

シ
ス
テ
ム
導
入
へ
の
助
成
、
地
方

鉄
道
事
業
へ
の
助
成
な
ど

•
木
造
住
宅
耐
震
補
強
事
業

1
億
5
5
8
2
万
円

耐
震
補
強
工
事
を
実
施
す
る
一
般

世
帯
及
び
高
齢
者
世
帯
な
ど
へ
の

助
成

•
富
士
川
緑
地
整
備
事
業

1
億
7
1
2
4
万
円

•
若
い
世
代
定
住
促
進
支
援
事
業

1
億
4
7
7
5
万
円

若
者
世
帯
定
住
支
援
奨
励
金
（
ス

ミ
ド
キ
Ｕ-

40
プ
ラ
ス
）
1
2
2

件
な
ど

総
務
費

•
シ
テ
ィ
プ
ロ
モ
ー
シ
ョ
ン
推
進
事
業

1
6
7
1
万
円

ブ
ラ
ン
ド
メ
ッ
セ
ー
ジ
や
富
士
青

春
市
民
事
業
の
推
進
な
ど

•
防
犯
ま
ち
づ
く
り
推
進
事
業

6
0
0
6
万
円

防
犯
用
街
路
灯
の
設
置
、
維
持
管

理
経
費
の
町
内
会
へ
の
助
成
な
ど

•
交
通
安
全
対
策
事
業

　
　
　
　
　
　
　
　
4
5
9
0
万
円

高
齢
者
運
転
免
許
証
返
納
に
対
す

る
支
援
な
ど

•
ま
ち
づ
く
り
セ
ン
タ
ー
運
営
管
理

事
業
　
　
　
8
億
1
3
7
0
万
円

教
育
費

•
小
中
学
校
緊
急
補
修
事
業

3
億
3
7
3
0
万
円

危
険
な
ブ
ロ
ッ
ク
塀
の
安
全
対
策

な
ど

•
小
中
学
校
パ
ソ
コ
ン
情
報
教
育
推

進
事
業
　
　
2
億
7
1
2
3
万
円

•
小
中
学
校
屋
内
運
動
場
リ
ニ
ュ
ー

ア
ル
事
業　
２
億
5
8
5
2
万
円

須
津
・
天
間
・
今
泉
小
学
校
、
吉

原
北
中
学
校

•
地
区
生
涯
学
習
活
動
推
進
事
業　

　
　
　
　
　
　
　
2
5
6
7
万
円

ま
ち
づ
く
り
セ
ン
タ
ー
主
催
事
業

4
2
9
講
座
、
参
加
延
べ
数
6
万

7
1
4
1
人

消
防
費

•
消
防
車
両
整
備
事
業 

1
億
2
1
5
0
万
円

水
槽
付
消
防
ポ
ン
プ
自
動
車
の
更

新
（
臨
港
分
署
）
な
ど

•
備
蓄
資
機
材
整
備
事
業

1
9
2
8
万
円

非
常
用
食
糧
等
整
備
な
ど

•
防
災
無
線
整
備
事
業8

3
4
4
万
円

フ
ル
デ
ジ
タ
ル
同
報
無
線
受
信
局

更
新
な
ど

商
工
費

•
企
業
立
地
推
進
事
業

8
億
1
2
1
7
万
円

企
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新環境クリーンセンター建設工事現場（令和元年9月）

バスロケーションシステム

CNFを紹介する展示


